
特定非営利活動法人 情報公開市民センター 

第 15 期 活 動 報 告 書  

１．主要な情報公開請求および異議申立 
 1．１ 秘密保護法 立法過程の情報公開訴訟 

  ２０１４年度の活動 
   １４年 ６月２７日 弁論準備 訴訟通信（１１）発行 
         ９月 ３日 弁論準備 訴訟通信（１２）発行 

１０月 １日 弁論準備 訴訟通信（１３）発行 
１２月１１日 弁論準備 訴訟通信（１４）発行 

   １５年 ２月１６日 弁論準備 訴訟通信（１５）発行 
       ４月２２日 弁論準備  
  秘密保護法 立法過程の情報公開（上記訴訟以外分） 
   １４年 ７月 ７日 法令協議 H25.12 分一部開示 

８月 １日 法令協議 H26.5 分一部開示 
       ９月 ８日 法令協議 H26.6 分一部開示 

１０月 ３日 法令協議 H26.7 分一部開示 
１１月１１日 法令協議 H26.8 分一部開示 
１２月 ５日 法令協議 H26.9 分一部開示 

   １５年 １月 ５日 法令協議 H26.2 分一部開示 
１月 ６日 法令協議 H26.10 分一部開示 
２月１６日 法令協議 H26.3 分一部開示 

       ３月 ２日 法令協議 H26.4 分一部開示 
３月 ９日 法令協議 H26.12 分一部開示 
３月１２日 法令協議 H27.1 分開示 
４月 ３日 法令協議 H26.5 分一部開示 

 法令協議 H27.2 分一部開示 
４月１３日 法令協議H26.11分一部開示 

1 ．２ 秘密保護法 特定秘密指定管理簿を開示請求 
   ２０１４年１２月１０日に施行された特定秘密保護法に基づき省庁で作成し

ている「特定秘密指定管理簿」を、２０１４年１２月１０日、２０１５年２月

９日に指定権限のある１９省庁に対して情報公開請求した。６月３日までに開

示されたが、そもそも抽象的に記載されている概要だけでは内容がわからない。

しかも、一部が非公開となっていることが判明した。今後、開示された資料か

ら判明可能なものを分析していきたい。 
１．３ ビートルズ来日公演警備情報を開示請求し審査請求 

   １９６６年にビートルズが来日した際の警備状況を記録した映像フィルムが

警視庁が残っていたことが報道で判明した。詳細を知るために情報公開請求し

た。秘密保護法にからめ、４８年前の情報でも非公開であり、非合理であるこ

とを明らかにした。再度情報公開請求したところ、個人情報を除く部分を開示

すると決定があったが、おかしいとして審査請求している。 
   ２０１４年度の活動 
    １５年２月１０日 警視庁に対して情報公開請求 



       ２月２５日 一部開示決定 
       ４月２６日 東京都公安委員会に対して審査請求 

１．４ 共謀罪・盗聴法・マイナンバー法 逐条解説案を開示請求 
   現在政府が導入を検討している共謀罪ならびに現国会に提出されている盗聴

法・マイナンバー法について、法令協議資料を情報公開請求した。 
   ２０１４年度の活動 
    １５年５月２９日 法務省に対して情報公開請求 

１．５ 武器輸出 情報公開請求し審査請求・異議申立 
    防衛装備移転三原則改正に基づき、平成２６年７月１７日に国家安全保障

会議が武器の海外移転を認めた際の議事録と配布資料を情報公開請求し、審

査請求した。 
    １４年１２月１８日 国家安全保障会議に開示請求 
    １５年 １月１９日 議事録・非公開資料は不開示 

資料は一部開示 
              幹事会議事録は不存在 
        ３月２０日 内閣総理大臣あてに審査請求 
    なお、防衛省は武器輸出企業の支援を検討するために、有識者会議「防衛

装備・技術移転に係る諸課題に関する検討会」を開催した。議事録と録音・

配布資料を開示請求した。 
    １５年 ２月２０日 防衛省に第１回資料等を開示請求 
        ３月２３日 議事録・録音は不存在 

資料は一部開示 
        ４月１０日 防衛省に第２回資料等を開示請求 
        ５月１３日 議事録・録音は不存在 

資料は一部開示 
        ５月２１日 防衛大臣あてに異議申立 
    また、戦争法案についても、２０１５年５月２９日に逐条解説案を情報公

開請求した。 
１．６ 年金積立金管理運用独立行政法人議事録 情報公開請求 

     約 130 兆円の公的年金（厚生年金保険及び国民年金）積立金を管理運用

している  年金積立金管理運用独立行政法人 (GPIF)が資産構成を株式倍増

に決めた際の議事録と配布資料を情報公開請求したところ、議事録は作成

中のため不存在、 web 不掲載資料と録音は一部公開だった。議事録につい

ては完成後あらためて情報公開請求した。 
１．７ 麻生太郎副総理記者会見嘲笑動画 情報公開請求 
    2015/4/3 に行われた麻生太郎副総理記者会見で、香港フェニックステレ

ビの李淼（ミャオ  水が３つ）記者が AIIB （アジアインフラ投資銀行）

の件で質問しようとしたら麻生副総理がなぜか大爆笑をし、同席した複数

の記者も笑ったとされる件で、動画と議事録を情報公開請求したところ開

示され、理由なく大爆笑をしていたことが確認できた。 
1 ．８ 外務省報償費の訴訟確定判決に従わない文書開示に対する異議申立 

本年度は特に動きはなかった。 
１．９ 各地市民オンブズマンによる大使館・領事館の報償費の一斉情報公開 

請求 



本年度は特に動きはなかった。 
１．１０ 外務省報償費の開示請求および異議申立 

本年度は特に動きはなかった。 
１．１１ 内閣官房報償費の開示請求 

本年度は特に動きはなかった。 
 

２．  内閣府 情報公開制度見直し 
情報公開法改正案は、２０１２年１１月の衆院解散で廃案に。復活の目処はたっ

ていない。本年度は特に動きはなかった。 
 

３．  秘密保護法に反対する活動 
  ２０１４年度の活動（上記 1.1 裁判、 1.2 開示請求を除く） 
    １４年８月１９日 秘密保護法運用基準案・施行令案にパブリックコメン

トを提出 
１４年９月６日７日「第２１回全国市民オンブズマン岩手大会」で新海聡

理事長が秘密保護法情報公開訴訟について講演と秘密

保護法分科会 
    １５年３月２０日  新海聡理事長が「やはり、『何が秘密かはヒミツ』

だった」を発表。秘密保全法に反対する愛知の会

ニュース「極秘通信」１４号に掲載。 
 
４．委託事業 
   全国市民オンブズマン連絡会議から以下業務の委託があった。   
    ・第２１・２２回全国市民オンブズマン大会調査業務 
    ・２０１４・１５年版包括外部監査通信簿作成業務 
    ・各種全国市民オンブズマン連絡会議関係業務 
 
５．  市民からの情報公開請求などに関する相談は年間約１００件 
 
６．  ホームページ 
     ホームページへの記事掲載は年間 ２８回 
             ヒット件数不明 
 
7.  認定 NPO 法人を目指す件について 

 寄付金控除が受けられる認定 NPO 法人を目指すために、多くの方に寄付して

欲しいと呼びかけたところ、弁護士らから寄付が１件あった。   
  今後も広く呼びかけていきたい。 
 
8 ．  会員状況 
     ２０１５年５月３１日現在 

個人正会員  ２７名 
団体正会員   ２団体 
賛助会員    ２名 

以上 


